
















































れてきた。たとえ、1997 年の持株会社の解禁 (独占禁止法 9条 4 項 1 号)、
簡易合併制度 (会社 796 条 3 項) の導入、1999 年の株式交換 (会社 2 条
31 号)、株式移転 (会社 2 条 32 号) 制度の導入、2001 年の会社分割制度











( 1 ) 坂田和光「企業再編制度の整備の沿革 ――持株会社の解禁と三角合併解禁を中心とし























会社種類の制限はない (会社 2条 29、30 号)。





設分割をすることができる (会社 762 条)。新設分割は、会社がその事業
( 2 ) 江頭憲治郞『株式会社法 (第六版)』888頁 有斐閣 (2015 年)
( 3 ) 中村直人・山田和彦『会社分割の進め方 (第 3版)』17頁 日本経済新聞出版社 (2008
年)
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れた B会社の株式の価額がA会社の総資産額の過半数 (独占禁止法 9 条
4 項 1 号) であれば、A会社は、B会社の持株会社になり、B会社を指揮、
監督することができる。この場合に、A会社の株式はどうなるか。A会
社は B 会社の株式を保有し、議決権を持って、B 会社の持株会社となっ
ても、従前のA会社の株主は、持株会社になったA会社の株主であり続






( 4 ) 龍田節『会社法大要』473頁 有斐閣 (2008 年)























割契約を締結しなければならない (会社 757 条)。
吸収分割の契約において、以下の事項を定めらなければならない。①
分割会社及び承継会社の商号及び住所 (会社 758 条 1 号)、②吸収分割会
社から承継する資産、債務、雇用契約その他の権利義務に関する事項 (会
社 758 条 2 号)、③分割会社又は承継会社の株式を承継株式会社に承継さ
せるときは、当該株式に関する事項 (会社 758 条 3 号)。
会社分割は会社合併の場合と同様、承継会社が分割会社に交付する対価
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しなければならない (会社 762 条 1 項)。新設分割の計画において、以下
の事項を定めなければならない。①設立会社の目的、商号、本店所在地、
発行可能株式総数及び定款で定める事項 (会社 763 条 1 項 1 号 2 号)、②




ら承継する資産、債務、雇用契約および、その他の権利義務 (会社 763 条
1 項 5 号)、⑤設立会社が分割会社に交付する対価は、株式の場合にその
種類、数及び算定方法。並びに設立会社の資本金、準備金に関する事項
(会社 763 条 1 項 6 号)、⑥共同分割の場合に、新設分割会社に交付する
対価の割り当て (会社 763 条 1 項 7 号)、⑦設立会社が分割会社に交付す
る対価は社債、新株予約権、新株予約権付社債の場合に、その種類、内容、
数、合計金額、算定方法など及び割り当て (会社 763 条 1 項 8 号)、⑧分

















(323 条 1 項 8 号、9 号) があるとき、または、承継会社が譲渡制限株式で
ある種類株式を交付するときは、その種類株式の株主を構成員とする種類















( 7 ) 龍田節『会社法大要』478頁 有斐閣 (2008 年)
( 8 ) 江頭憲治郞『株式会社法「第六版」』906頁 有斐閣 (2015 年)
( 9 ) 前掲注 8 江頭 907頁
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組織再編 (M&A) における株式買取請求権とその株式買取価格に関する検討 (2)
額の五分の一を超えないことを簡易分割という。この場合に、分割会社の













きる。しかし、会社合併の場合と同様、簡易分割 (会社 467 条 1 項 2 号)















が承継資産額から承継債務額を控除して得た額を超える場合 (会社 795 条
2 項)、③吸収分割会社に対して交付する金銭等の全部又は一部が存続株
式会社等の譲渡制限株式である場合 (796 条 1 項)。
(10) 江頭憲治郞『株式会社法 (第六版)』919頁 有斐閣 (2015 年)
(11) 前掲注 10 江頭 920頁
(12) 神田秀樹『会社法』364頁 弘文堂 (2016 年)




































(14) 神田秀樹『会社法』362頁 弘文堂 (2016 年)
(15) 前掲注 14 神田 364頁
(16) 江頭憲治郎『株式会社法 (第六版)』911頁 有斐閣 (2015 年)
(17) 前掲注 16 江頭 912頁 注の (4)
(18) 龍田節『会社法大要』484頁 有斐閣 (2008 年)
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組織再編 (M&A) における株式買取請求権とその株式買取価格に関する検討 (2)































(19) 江頭憲治郎『株式会社法 (第六版)』913頁 有斐閣 (2015 年)
(20) 龍田節『会社法大要』484頁 有斐閣 (2008 年)






























(22) 江頭憲治郎『株式会社法 (第六版)』948頁 有斐閣 (2015 年)
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組織再編 (M&A) における株式買取請求権とその株式買取価格に関する検討 (2)
年間に、同一の事業を行ってはならない。譲渡会社が同一の事業を行わな
い旨の特約をした場合には、その特約は、その事業を譲渡した日から 30
























(23) 原田晃治「会社分割法制の創設について (上)」商事法務 1563 号 12頁 有斐閣 (2000
年)
214 (214)










② 産業ガス大手のエア・ウォーターは 2016 年 6月 13 日、加工食品製






ターは全株式を 8月 1 日付で取得する。金額は非公表。十勝工場はスイー
トコーンや業務用ソースの缶詰、カレーなどのレトルト食品のほか、カボ
チャやナガイモといった冷凍野菜の加工も手掛ける。マルハニチログルー










(24) 日経MJ (流通新聞) 2016 年 7月 6 日 14頁
(25) 日経産業新聞 2016 年 6月 14 日 13頁
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組織再編 (M&A) における株式買取請求権とその株式買取価格に関する検討 (2)
2 映像事業を分割、傘下企業が承継、東芝ライフスタイル
(26)
東芝の家電子会社、東芝ライフスタイルは 2016 年 6月 8 日、同社で抱





















① 【岐阜】トーカイは日新製鋼子会社の新和企業 (東京・中央) から、
福祉用具レンタル・販売、住宅改修の事業を 2016 年 1月 1 日付で取得す
る。会社分割により、新和企業が大阪府で展開している関連事業の資産や
負債を承継。トーカイの営業網に組み入れて、関西での顧客層を拡大する。
(26) 日本経済新聞 朝刊 2016 年 6月 9 日 14頁







② トーカイは介護用品レンタルなどのシルバー事業で全国 58 カ所に
営業拠点を置く。来年春には京都府に介護用品の保守工場を建設する予定
で、今回の承継とあわせ関西地区での競争力を高める。新和企業の 2015
年 3月期の売上高 240億円のうちシルバー事業は 8600万円だった
(29)
。
5 TDK、会社分割 (簡易吸収分割) に関するお知らせ
(30)
当社は、本日 (2014 年 11 月 26 日) 開催の取締役会において、当社











6 新会社 LINE 発足 会社分割に隠された深謀遠慮
(31)




(28) 日経産業新聞 2015 年 11月 27 日 21頁
(29) 日本経済新聞地方経済面 中部 2015 年 11月 26 日 7頁
(30) 日刊工業新聞電子版 2014 年 11月 26 日
(31) 日本経済新聞 2013 年 3月 31 日
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4 月 1 日、NHK JAPAN は、LINE 事業はじめ「NAVER まとめ」や
「live door」といったウェブサービスを担う LINE 株式会社と、ゲーム事
業会社 (社名は 4 月 1 日発表) に分割される。2 社とも、NHK 本社が入
る東京・渋谷の複合ビル「ヒカリエ」に引き続きとどまるが、社員証は
別々になる。
NHK JAPANは昨年 1月に韓国ネット大手、NHK傘下の日本法人 3 会
社が経営統合して発足したばかり。LINE などを運営する旧ネイバージャ
パン、「ハンゲーム」などのゲーム事業を担う旧 NHK JAPAN、そして、






を 2014 年 4月に設立し、債務整理のため、別会社で不動産などの清算を
する。2月 21 日に開く臨時株主総会で提案する。








































(33) 龍田節『会社法大要』473頁 有斐閣 (2008 年)
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(34) 龍田節『会社法大要』473頁 有斐閣 (2008 年)
















年 5月 27 日、本件吸収分割契約は、第一繊維の定時株主総会において、
出席株主の議決権の 3 分の 2以上に当たる多数をもって承認可決された。
7月 1 日に、会社分割の効力が発生した。第一繊維は、以前の商号は「花
菱縫製株式会社」であった。平成 25 年 7月 1 日に、現在の商号に変更し
た。第一繊維でも、花菱縫製でも、紳士服、婦人服、ワイシャツ等の製造
及び縫製加工並びに販売等を業としていて、その発行済株式総数は 117万
3298 株である。本件会社分割を行った後、平成 25 年 11月 30 日、第一繊
維は、その株主総会の決議により解散し、同社の申立てにより、特別清算
の手続が開始された。
平成 25 年 12月 9 日、第一繊維株式の 8万 1648 株を有する株主である
原告は第一繊維と花菱縫製の間に行った本件会社分割における花菱縫製か
ら第一繊維に対する対価が不公正であると主張した。会社法 828 条 1 項 9
(36) 東京地判 平成 26 年 6月 30 日
221(221)
組織再編 (M&A) における株式買取請求権とその株式買取価格に関する検討 (2)
号に基づき、第一繊維を吸収分割会社、花菱縫製を吸収分割承継会社とす
る平成 25 年 7月 1 日効力発生の本件会社分割の無効の訴えを提起した。







平成 25 年 2月 28 日、時点の簿価をみると、第一繊維から花菱縫製に承
継される負債は 18億 6500万円であり、簿外である退職給与引当金の増加
額 5億 5600万円を加えると、24億 2100万円となる。他方、第一繊維か
ら花菱縫製に承継される資産は、上記時点の簿価で 25億 1000万円である。
資産には土地・建物が含まれており、簿価で 4億 3800万円となっている
































































株式会社東京放送ホールディングス (以下は Yという) は吸収分割の
分割会社であり、株式会社TBSテレビ (以下はAという) は吸収分割の
承継会社である。Yの株主 (以下は X1 という) は楽天株式会社である。




させるべく行われた。X1 および個人 (以下は X2 という) は吸収分割に
(37) 最決 (第三小法廷) 平成 23 年 4月 19 日 (金融・商事判例 1366 号 9頁、判時 2119 号
18頁、判タ 1352 号 140頁)。弥永真生 反対株主による株式買取請求と買取価格決定 (会
社法判例速報) ジュリスト 1423 号 66頁。北村雅史 楽天対 TBS 株式買取価格事件最高
裁決定と公正な価格の算定基準時。
224 (224)
反対した。Xらの有する Yの株式 (X1 につき、3,777万 0,700 株、X2 に
つき、100 株) を公正な価格で買い取るよう請求したが、その価格の決定

























行することにより、一般的に Yの客観的な企業価値、又は X1 にとって、
株主価値が当然に毀損されると認めることはできない、②Yの株式の市
225(225)












































































イ 抗告人は、合計 3777万 700 株の株式 (以下「本件株式」という。)
を保有する相手方の株主であるが、上記株主総会に先立ち、本件吸収分割
に反対する旨を相手方に通知し、上記株主総会において本件決議が行われ
るに当たり、これに反対した上、会社法 785 条 5 項所定の期間 (株式買取















































以上によれば、本件買取請求の日である平成 21 年 3月 31 日の東京証券
























(38) 金融・商事判例 1344 号 36頁 (2010 年)

































(40) 草地邦晴「反対株主の株式買取請求と公正な価格について」OIKE LIBRARY 第 32 号
19頁 (2010 年)
(41) 大井悠紀・石川智也「株式対価型組織再編における株式買取請求権」ジュリスト増刊
172頁 有斐閣 (2013 年)
(42) 前掲注 41 大井・石川 173頁
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174頁 有斐閣 (2013 年)


















の訴えを提起することかできる (会社 828 条 2 項 9 号・10 号)。一旦、会
社分割無効の訴えが提起されると、分割会社でも、承継会社でも、被告に













175頁 有斐閣 (2013 年)
(46) 江頭憲治郞『株式会社法「第六版」』923頁 有斐閣 (2015 年)
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いる。反対株主は、会社分割 (会社合併) などの行為の効力発生日の 20
日前の日から効力発生日の前日までの間に株式買取請求権を行使すること



























4 平成 26 年改正した会社法の 786 条 5 項についての分析
平成 26 年に改正した会社法の 786 条で、株式買取請求権に関して、仮
払制度が設けられた。消滅株式会社等は、株式の価格の決定があるまでは、
株主に対し、当該消滅株式会社等は公正な価格と認める額を支払うことが






い (会社 786 条 1 項)。そして、公正な価格の決定について、効力発生日
から 30 日以内に協議が調わないときは、株式買取請求を提起した株主又
235(235)
組織再編 (M&A) における株式買取請求権とその株式買取価格に関する検討 (2)
は消滅株式会社等は、その期間の満了の日後 30 日以内に、裁判所に対し、











払う時、会社分割等 (会社合併) の効力発生日から 60 日の期間の満了の
日後の年 6分の利率により算定した利息をも支払わなければならない (会












































組織再編 (M&A) における株式買取請求権とその株式買取価格に関する検討 (2)
